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1 明治大学図書館自主研修プロジェクトの概要
明治大学図書館では 2005年度より図書館職員の自主研修に対し支援を
行っている。これは図書館業務に必要な専門知識を養うために個人・グ
ループが行う自主研修に対し図書館が支援を行い、図書館職員の質的向上
を図る一助とするものである。本稿はこの制度を利用して研修プロジェク
トを行っているグループの活動についての中間報告である。
本グループでは、「大学図書館のアウトリーチサービス」をテーマとし
て活動を行っている。メンバーは入職 1-2年目の職員 5名である。不定期
に開催するミーティングで検討事項について議論し、活動内容や方向性を
決定している。
¤ひさまつ・くにこ／図書館事務部図書館庶務課
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2 大学図書館のアウトリーチサービス
2.1 アウトリーチサービスとは
「アウトリーチサービス」という言葉は図書館界では多くの場合公共図
書館サービスについて用いられる言葉である。「図書館ハンドブック」第
5版の「アウトリーチ」という項目1によると、アウトリーチとは、公立図
書館サービス・エリアの中に存在しながら、サービスを享受していない、
あるいはサービスを享受できない＜特定の人びとの集団＞へのサービスの
こと、とされている。
1960年代のアメリカで始まったこのサービスは、白人中産階級の郊外
への移動の結果大都市中心部に黒人、プエルトリコ人、メキシコ人などが
集中することになったこと、そして黒人の公民権運動を背景とし、大都市
での公共サービスの見直しを行う過程の中で生まれたものである。そのた
めはじめは多くの場合、公的サービスの範疇の中でこのサービスが考えら
れ、それは現在の日本の図書館におけるアウトリーチサービスにもあては
まる。日本の図書館界において「アウトリーチサービス」を述べる場合、
公共図書館活動中のサービス、たとえば障害者、高齢者、入院患者に対す
るサービスを指すことがほとんどである。
しかし、アメリカでは現在、多民族国家としての成り立ちが関係して、
outreachという概念は公共図書館の枠を超えて大学図書館サービスの中に
も持ち込まれ、おもにマイノリティの学生に対するサービスについてこの
言葉を用いて行われているようである。
また国内についても図書館以外の分野に目を向けると、このアウトリー
チという言葉・概念は公共性の認められる医療、教育、都市計画分野など
様々な分野で広く使用されている2。
これらのケースで用いられているアウトリーチという言葉が指すもの
1日本図書館協会編. 図書館ハンドブック. 第 5 版. 東京. 日本図書館協会, 1990. p.118-
121(ISBN:4820490028)
2たとえば、菅原誠,福田達矢,坂井俊之. 新潟県中越地震・東京都こころのケア医療救護
チームの活動震災被災地での初期精神保健活動の実際. 精神医学. 47(9), 2005. p.1017-1024
や杉崎和久, 小泉秀樹, 大方潤一郎. 市民参加による計画策定におけるアウトリーチ活動の効
果に関する考察 : 埼玉県深谷市都市マスタープラン策定プロセスを事例として. 都市計画. 別
冊,都市計画論文集. 38(3), 2003. p.835-840など。
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は、「サービスを当然享受できる立場にありながら、何らかの障害のため
にサービスが及んでいない集団にそれが享受できるよう支援を行うこと」
ということである。このように捉えると、現在の国内の図書館界でも特に
公共図書館に館種を限らずこの概念を当てはめ、サービスを考え直すこと
が可能であると考えられる。
ただし、このうちの「何らかの障害」をあまりに幅広く、たとえば図書
館利用に対する本人の積極性などを含むと、アウトリーチの概念をはみ出
てしまうと思われる。本研修プロジェクトの場合、属性等本人の意思と無
関係な部分の障害、ととらえることとする。
2.2 大学図書館をめぐる状況
大学図書館は元来、主たるサービス対象を学内構成員である学生・研究
者とし、比較的サービス対象が絞られた図書館だった。しかし、近年その
構成員の属性の幅が広がっている。
大学の役割として教育、研究に加え社会貢献が求められるようになっ
てから久しい。明治大学を例に取れば、生涯学習・生涯教育の機関として
「リバティー・アカデミー」が開設され、多くの受講者が学んでいる。試
験を通じて入学してくる学生に加え、こうした講座だけを受講しに来る一
般市民も多くキャンパスに集まるようになり、当然その教育をサポートす
る図書館の利用の権利を求められる。実際本学でもこうした講座の会員は
閲覧までの図書館利用が可能である。また、この社会貢献の手段のひとつ
として大学図書館を地域社会に一般開放する制度を持つ大学は多く、こう
したタイプの利用者にもサービスが必要である。
一方、従来の大学院に加え高度職業人養成型大学院が多くの大学に設置
され、職業人としての専門知識を身につけるための場を提供するように
なっている。これらには法科大学院、会計専門職大学院などがあり、社会
経験を持つ多くの学生が在籍している。このため、現在の多くの大学は高
校を卒業したばかりの学生を教育し研究指導を行ってきた従来の教育に
加え、専門的職業の業務遂行にダイレクトに役立つ実用的知識を教える場
としても機能する必要があり、また、そのレベルまでいかなくとも、社会
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人のリカレント・リフレッシュ教育の場も提供する役割も担うようになっ
た。そして社会人学生であれば、図書館についても利用したい時間・時期
等の要望が従来の学生と異なる場合も多く、こうしたことに対する図書館
の配慮も必要となっている。
加えて、特にここ数年の新しい動きではないが、留学生受入の増加が見
られる。1983年に打ち立てられた「留学生受け入れ 10万人計画」に始ま
り、2003年の時点で受け入れ留学生は 10万人を突破した。そして 2003
年からは中央教育審議会により、さらなる留学生交流の拡大と質の向上を
目指す答申が出されている。
本学でも留学生の数は増加しており、2004年度の時点で学部・大学院
合わせて 533人の留学生が在籍している。現在のところ中国・韓国等のア
ジア地域からの留学生が多く、日本語検定試験に合格したことが入学条件
になっているが、短期間大学院に所属する場合・科目等履修生として所属
する場合などもあり、「留学生」の中でもその属性にばらつきがあるのが
現状である。
このように、大学図書館の利用者の中で大学の在籍身分、在籍年数、そ
のバックグラウンド、来館パターンが多様化してきている。そのため「ア
ウトリーチサービス」をより広義に捉え、その概念を持ってサービスを行
う必要があるのではないか。
大学図書館は利用する権利を持つすべての利用者に対して適切なサービ
スをすべきだが、こうした多様化に対応して利用者の概要やニーズを把握
しサービス内容を組み立てる必要がある。大学図書館は教育・研究に資す
る機関で、公共図書館等よりそのサービス対象は比較的絞られているが、
サービス内容は常に固定的であってよいということはない。また、利用者
の志向は社会情勢などの影響を受けて常に変化し続けるものである。変化
する利用者の動向によって変えるべきところは変え、加えるべきところは
加える必要がある。
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2.3 本研修プロジェクトの目的
図書館は大規模化するほど提供するサービスは最大公約数的にならざる
を得ず、きめこまやかなサービスを行うのにより一層の努力を要するよう
になる。
大学図書館をめぐる現状において、「アウトリーチサービス」を行うべ
き状況が明治大学図書館にもすでに存在しているのではないか、という問
題提起を行う。つまり、現状のサービス体制で、当然サービスを享受でき
る立場にありながら何らかの障害が原因で享受できていない集団が存在す
るのではないかと考えるのである。
この考えに基づき、具体的なサービスを享受できていない集団として本
プロジェクトでは外国人利用者を想定した。これは先に述べたようにその
数が増加・また多様化している状況に加え、プロジェクトのメンバーの業
務上、また留学経験からこれを想定したものである。
現在明治大学における留学生の数は学生全体の 2%程度で、経営上の観
点から言えばこれらの利用者に対するサービスの充実の優先順位は低くな
るだろう。しかし、図書館は効率的な経営という観点からのみ運営される
ものではなく、また図書館は教育・研究機関である大学の重要な構成要素
である。同様に試験を受け学費を払い勉学に励んでいる学生は等しく教育
の機会を与えられるべきであり、図書館もそのように対応すべきである。
ただしこれは外国人利用者を特に他の利用者より厚遇するサービスの提
供をもくろむものではない。あくまでアウトリーチサービスであるので、
図書館を利用するにあたり、外国人でなければ特に支障なく行えること
ができない場合、その障害を乗り越えられるよう支援を行うものである。
「外国人利用者」といえども、たとえば学生であれば日本人学生と留学生
との間に享受できるサービスに差を設ける必要はないと考える。各人の持
つバックグラウンドではなく、本学における属性でサービス範囲は決定さ
れるので、それぞれが当然受けられるべきサービスを享受できるよう支援
するのはサービス運用上当然伴うものと考える。
外国人利用者は図書館利用に当たり不便を感じているのか、感じている
とすればそれはどんなことかを把握し、その障害を乗り越えられるよう支
援を行う。そして適切な支援内容を図書館に提案する。これが本プロジェ
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クトの目的である。
3 研修プロジェクト活動中間報告
3.1 文献調査
大学図書館におけるアウトリーチサービスおよび大学図書館での留学生
サービスの現況について述べた文献について調査を行い、これらのサービ
スの現状について文献からまず把握した。
アウトリーチサービスを大学図書館という枠の中で論じた論文は国内で
は見られない。しかしアメリカの文献には多く見られ、それらは前述のよ
うに、マイノリティの学生に対する利用支援などについて述べられている
ことが多い。たとえば、2005年の Scottによる文献では、有色人種学生む
けのサービスを行う学内部署と協力して行ったマイノリティの学生に対す
る調査から、大学図書館と学内関連部署の効果的な協力の必要性について
述べている3。このように多民族国家であることを反映し大学図書館内で
もアウトリーチの概念が持ち込まれている。
つぎに、国内大学図書館の留学生サービスについて述べられた文献につ
いてみてみると、数は多くなく、1980年代後半-1995年前後に発表された
ものが目立つ。深井らによれば、この時期に文献が多いのはアジア諸国と
の経済的関係その他の要因を背景として出された 1983年の「外国人留学
生 10万人計画」や、1990年代半ばからの学生急減期に対する対策として
の留学生の増加、そしてその結果としてのその後の教職員の負担増・留学
生を含む学生の学習条件の低下を反映して関心が高まったことが背景とし
て指摘されている4。
そして、これら文献の内容は大きく分けて、現状のサービス状況などか
ら留学生サービス論を展開するものと、アンケート方式の調査による結果
報告および提言をおこなうものに分けられる。
3Scott, Walter. Moving beyond collections: academic library outreach to multicultural student
centers. Reference Services Review. 33(4), 2005. p.438-458
4深井耀子ほか. 留学生の大学図書館利用調査－留学生科目「日本事情」・利用条件・ガイ
ダンス・レファレンス等について. 図書館界. 43(3), 1991. p.122-136
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まず前者としては上智大学の 1988年の報告5のほか、2003年に開催さ
れた私立大学図書館協会東地区部会研究部 2003年度第 1回研修会で「国
際化の中の大学図書館」をテーマとして発表されたものの中に見られる6。
実際にどのようなサービスをしているか各大学や留学生からの報告、その
問題点が述べられ、今後も留学生が増え続けるとの見込みから国際化に対
応したサービスの必要性、具体的にはガイダンス、開放端末の多言語化、
地域開放などを行うことが課題として挙げられている。
また留学生サービスよりやや大きく範囲を広げ生涯学習・国際化時代の
大学図書館のあるべき姿について述べたものもある7;8 。これは前述した
ものと類似する内容だが、日本の方向性やすでに発表された調査から導き
出された「あるべき論」であるが、年代が 1995年前後と古いものである。
次に留学生に対する利用実態調査報告である。これらの多くはアンケー
ト方式で調査を行っているが、調査時期により調査内容に差が見られる。
深井らによる 1990年の調査では、大学図書館利用の有無、利用目的、
資料についての希望、大学図書館・職員に望むこと等が調査内容であり、
留学生が利用しているのかどうかすら分からない状況からの調査である。
また長崎大学における浜口による 1998年の調査9 でも、他館種図書館の
利用、コンピュータ利用についての質問肢が加わっているものの、基本的
に似た内容を調査している。
それに対し、東京大学における三浦らによる 2001年の調査10 では、図
書館利用頻度・利用目的・図書館や職員に望むことのほか、資料・情報の
5逸村裕. 特集変貌する図書館 4 図書館と国際化. 大学図書館における留学生へのサービ
スについて－上智大学の場合. 現代の図書館. 26(4), 1988. p.208-210
6加藤好郎. 私立大学図書館協会における国際交流活動の現状と今後ほか. 私立大学図書館
協会東地区部会研究部 2003年度第 1回研修会「国際化の中の大学図書館」. 東京. 2003.6.23-24.
私立大学図書館協会
7深井耀子. 多文化社会の図書館をめざして－留学生への大学図書館サービス. 21 世紀へ
の大学図書館国際シンポジウム [21 世紀に向けての生涯学習と図書館－生涯学習と多文化].
京都. 1994.3.2-3. 京都外国語大学付属図書館. 1995. p.113-119
8井上靖代. 生涯学習と大学図書館. 21 世紀への大学図書館国際シンポジウム「21 世紀に
向けての生涯学習と図書館－生涯学習と多文化」. 京都. 1994.3.2-3. 京都外国語大学付属図
書館. 1995. p.71-85
9浜口美由紀. 留学生の学習・研究環境としての大学図書館 : 留学生の大学図書館利用調
査を通して. 長崎大学留学生センター紀要. 6, 1998. p.71-10
10三浦逸雄ほか. 東京大学における外国人留学生の図書館・情報サービス利用の実態－ア
ンケート調査の結果と分析. 東京大学大学院教育学研究科紀要 (東京大学大学院, 東京大学大
学院教育学研究科) 42, 2002. p.349-367
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入手方法、利用する資料やサービス、OPAC・データベース・電子ジャー
ナルの利用の有無、ガイダンスへの参加についても調査する内容となって
おり、留学生も日常のサービス対象であるという前提の上で、利用につい
て問うものとなっている。
これらの調査結果についてみると、前者の深井らによる調査の結果によ
ると、留学生は熱心に図書館を利用し貸出冊数・開館日数の増加を望み、
図書館に対する期待も大きいこと、留学生向けの資料の増加（留学生コー
ナーの設置）への要望が強いことがあげられている。また、アジア系の学
生は見た目では留学生とわからないことから「見えないマイノリティ」が
存在することに気づくべきとし、日本語が外国語である留学生のために日
本事情・日本文化資料に対する配慮・サインの多言語化を提唱している。
浜口による調査からも留学生は熱心な利用者であることが同様に結果とし
て得られ、その上で大学図書館の使い方を教えてほしいという要望を得た
ことが挙げられている。いわば、「留学生とはどのような利用者たちなの
か」を把握し、その熱心な姿勢にこたえるべく、資料・言語的な面での日
本人学生とは異なる種類の支援の必要性があるとしている。
これに対し三浦らによる東京大学での調査では、資料の入手においてイ
ンターネットへの依存度が高いこと、レファレンスサービスや相互貸借の
利用・ガイダンスへの参加経験が少なくまたこれらの認知度が低いこと、
OPACの利用頻度は高いこと、留学生コーナーの利用は低く認知度も低い
こと、資料の探し方のガイダンス、英語の資料・サービスの充実が望まれ
ていることが結果として得られている。これらは質問の内容にもよるが、
利用頻度やサービスの認知度において日本人学生利用者の一般的な利用
動向と似た傾向を持ち「特別な利用者」ではない面がこれらで浮き彫りに
なっている。また、自国の資料を望むかどうかを問う質問に対し、文系の
学生が望む傾向が強く理系の留学生は望まない傾向が強いことが得られて
おり、単に「外国人」であることよりその研究内容のもつ特性が要望に影
響していることがわかる。
1990年代の調査と 2003年の調査でのこれらの違いは質問肢の違いなの
か、大学の特徴の違いなのかあるいは時代がすすんだことによる変化の表
れなのかまでは特定できないが、注目すべき点である。
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また、大学図書館に対する、留学生サービスについての調査結果報告の
文献も幾つか見られる。
1989年日本図書館研究会の委員会により近畿地区の国公私立 4年制大
学 40校に対し行われた調査に関する文献では11 、得られた結果から改善
目標として利用案内の作成、日本語学習関連資料・日本事情資料の収集と
提供、現地新聞の収集、「留学生コーナー」の設置が掲げられている。ま
た、1991年の関東の大学 33校に対し行われた調査に関する文献12による
と留学生をサービス対象として多くの大学図書館で意識され、また熱心な
利用者と受け止める大学が多いが、サインや利用案内、日本事情や日本語
学習資料を充実させる必要性があるとこたえこれから整備が必要な課題を
あげる大学が多い。また、「留学生を特別扱いしない」とする回答も幾つ
か見られ、サービスの充実に前向きとはいえない状況も垣間見える。これ
ら二つの文献からは新しいタイプの利用者への対応に戸惑う様子が伺える
が、これらの文献から 15年余りが過ぎた現在ではまた異なる状況になっ
ていることも予想される。
3.2 学内状況調査
明治大学では現在在籍する外国人の情報はどの程度でどの部署が把握し
ているのかについて各部署に問い合わせを行い調査した。
その結果、基本的には国際交流センターでは「外国人留学生入試」を経
て入学した留学生の情報を把握し、その他の研究生・科目等履修生・聴講
生の情報は所属する各学部事務室で把握・管理している。ほか、客員教授、
短期滞在の研究者などは各学部の受入である。
これらの学生に連絡をとる場合、一括して連絡できるようなシステムは
なく、基本的に個々に電話・メール等により連絡しているとのことである。
11日本図書館研究会研究委員会. 留学生に対する大学図書館サービスの実態調査報告. 図書
館界. 41(5), 1990. p.206-211
12小林卓,高畑圭子. 留学生へのサービスの実態調査－関東の大学を中心に. 図書館界. 44(2),
1992. p.82-87
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3.3 アンケート調査
現状として、明治大学図書館を利用する外国人利用者がどのようなこと
を不便に感じどのようなことを図書館に求めているのか実態を把握すべ
く、調査を行った。
調査内容は以下の項目である。
1. 出身国、明治大学での所属、母国語、日本滞在年数
2. 図書館の利用経験、利用内容
3. 各種サービスの利用頻度
4. 図書館で不便を感じること
5. 図書館に対する要望・希望する資料
6. 研究や学習のための情報の入手手段
7. 母国情報の入手手段
8. 英語等によるガイダンスへの参加希望
ほかに、図書館に対する要望を自由に語ってもらう座談会に参加してもよ
い場合は名前と連絡先を記入してもらった。これらの項目は、この研修プ
ロジェクトの目的に沿って、実際に行うべきサービスに直結するようなこ
とを調査するものを選び取っている。
調査日程は 2005年 11月 10日から 11月 30日、先の学内調査に基づき
留学生が問い合わせ等で立ち寄ると思われるところに調査用紙計 250部を
おき、学生・教職員にいっせいに配信されるシステムOh-o!Meijiの「お知
らせ」欄での呼びかけ、各地区図書館、留学生向け授業・イベントでの呼
びかけと配付をおこなった。
回収は各地区図書館・国際交流センター等 4箇所に設置した回収箱、添
付した返信用封筒による郵送でおこなった。
回収数は 41通、回収率は約 16%となった。
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4 今後の予定
現在、調査の結果は集計・分析中である。またこの調査に加え、同意を
得た回答者に対し 2006年 1月に聞き取り調査を予定している。これらの
調査結果から、外国人利用者の現状について把握し、必要であれば新たな
サービスを立案の上、提案する。こうした本研修の目的にむけ、2006年
度も引き続き活動を行っていく予定である。
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